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事務組合の事前準備

賃金等の報告、一括有期事業総括表などを作成する前に
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1. 台帳ＭＥＮＵ画面の「事務所情報他」をクリッ
ク
します。

2. 事務所情報他の登録で「事務組合」をクリック
します。

1-1.事務組合データの登録方法　
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3. 労働保険事務組合データの「メイン事務組合」

タブへデータを入力し、「登録」をクリック
します。
インボイス制度の対応として、適格請求書発行事
業者の登録番号欄を追加しました。登録番号を入
力し、チェックを入れると納入通知書／
領収書等に表示されます(未入力やチェックを
入れない場合は、項目名も表示されません)。



1-2.処理の流れ(一元適用事業所の場合)　

2024年4月～翌年3月の給与データを
入力します。

処理ファイル「事務組合」で特別加入、
労働保険番号等を設定します。

処理ファイル「事務組合」で算定基礎賃金
等の報告を作成してデータを保存します。

処理ファイル「事務組合処理」で申告書内訳、
申告書等を作成します。

● 「算定基礎賃金等の報告」の給与データは、事業所台帳で労災保険区分、雇用保険区分
を設定し、給与データが入力されていれば、自動集計します。
従業員ごとの区分や賃金情報を把握していないケースは、「算定基礎賃金等の報告」の
画面に直接賃金を入力することも可能です。

● 通常、年度更新処理は事業所台帳を年次更新してからおこないますが、年次更新をおこ
なわなくても処理は可能です。

● 労働保険番号、特別加入者、申告済保険料、労災保険料率(業種番号)、メリット料率、
事業所の銀行口座の情報、予備費などの情報は、特別加入者のフォームで管理/編集を　
おこないます。(17ページ参照)

● 増額減額訂正処理(後述)のデータを作成している場合も、ここで説明する通常の　　　
事務組合データを作成する必要があります。　　 

直接入力可能
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1-3.処理の流れ(二元適用事業所の場合)　

2025年3月末までに終了した
工事データを入力します。

処理ファイル「事務組合一括有期」で
特別加入、労働保険番号等を設定します。

処理ファイル「事務組合一括有期」で
総括表を作成してデータを保存します。

処理ファイル「事務組合処理」で
申告書内訳、申告書等を作成します。

● 工事データは事業所台帳の「一括有期」より入力します。

● 通常、年度更新処理は事業所台帳を年次更新してからおこないますが、年次更新をおこ
なわなくても処理は可能です。

● 労働保険番号、特別加入者、申告済保険料、労災保険料率(業種番号)、メリット料率、
事業所の銀行口座の情報、予備費などの情報は、特別加入者のフォームで管理/編集を　
おこないます。(39ページ参照)

● 二元適用事業所でも雇用保険や事務所労災を集計する流れは前ページ「処理の流れ 一元
適用事業所の場合」と同じになります。

● 増額減額訂正処理(後述)のデータを作成している場合も、ここで説明する通常の事務組
合一括有期データは作成する必要があります。
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● 労働保険番号は、1つの事業所台帳につき最大7個(継続事業6つ、一括有期1つ)まで登録可能です。
それぞれのタブ内に各データを登録してください。
※各労働保険番号ごとの労災保険区分と雇用保険区分は重複しないようにしてください。
建設業などの二元適用事業所で複数の労働保険番号がある場合は、以下のように設定してください。

(例)
① 労働保険1タブ(事務所労災用)　・・・労保区分　1,2,3　　 雇保区分　空欄
② 労働保険2タブ(雇用保険用)　　・・・労保区分　空欄　  　雇保区分　5,6
③ 一括有期タブ  (一括有期用)

● 一括有期事業にかかわる労働保険番号などは一括有期タブへ入力してください。

1-4.労働保険番号、労災種類の分類、労災・雇用保険区分の設定

上記の区分に従って賃金の集計をおこなうので、それぞれの区分を区別するため
任意の数字を設定してください。<例1>では、労災保険区分は常用労働者が1、
役員で労働者扱いの者は2、臨時労働者は3に設定してあり、雇用保険区分は常用労
働者は5、役員で雇用保険に加入は6に設定してあります。

2つ目以降の労働保険番号を登録する際は、「労働保険1タブ」で設定した番号とは
異なる番号で、任意の数字を設定してください。<例2>では、労災保険区分は
常用労働者が11、役員で労働者扱いの者は12、臨時労働者は13に設定してあり、
雇用保険区分は常用労働者は15、役員で雇用保険に加入は16に設定してあります。

会社情報で労働保険番号、労災種類の分類、労災・雇用保険区分を設定します。

<例1>

<例2>
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● 雇用保険に加入していない場合は、労働保険タブの雇用保険区分を空欄もしくは「0」を入力してください。(8ページ参照)

● 雇用保険に加入していない場合でも、必ず雇用保険料率区分で「1 一般の事業」を選択してください。未選択のまま進むと、

算定基礎賃金等の報告で下記エラーメッセージが表示され、データ取込(賃金の集計)をすることができません。

● 雇用保険料率を変更する場合は、台帳ＭＥＮＵ画面の「事務所情報他」の中にある「雇用保険料率」より変更してください。

(右図参照)

【雇用保険料率区分未選択時に表示されるエラーメッセージ】

算定基礎賃金等の報告・労働保険番号リストで労働保険番号をクリックすると、「雇用保険料率区分が登録されてません。」と　　　　　　　　　

エラーが表示されます。

1-5.雇用保険料率区分の設定

会社情報で雇用保険料率区分を選択します。
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● この区分は、算定基礎賃金等の報告で集計する際に利用するデータです。

● 給与の金額は月額変更届等の作成にも使用するため、役員報酬などの労働保険から除外する金額も含めて　
入力してください。
後ほど算定基礎賃金等の報告を作成する過程で、集計対象から除外する事ができます(26-28ページ参照)。

● 給与データを入力しておけば、算定基礎賃金等の報告を自動的に作成できます。

● 給与データを入力しなくても、算定基礎賃金等の報告を作成する過程で直接金額を入力することも可能です
(25ページ参照)。

● アルバイトの個人別データを把握していない場合は、給与データに氏名を入力し、区分を「労災3　雇用0」
で登録してください。

● 給与データ内、「台帳No」のセルをダブルクリックすると、罫線が再設定されます。

● 事業所ファイルの給与データ画面「ツール」→その他→「給与データ記載用様式」より、顧問先から　　　
給与データを収集する際に役立つ帳票が作成できます(右図参照)。

1-6.従業員ごとに労災保険区分と雇用保険区分を登録

1. 従業員各々の区分を確認のうえ、「1-4(8ページ)」で
設定した数字を入力してください。

2. 設定した数字が【図A】のように設定してあれば、　　
正社員なら「労保区分1　雇保区分5」、パート等なら
「労保区分3　雇保区分0」と入力してください。

3. 給与データは総支給額を直接入力します。

1-4(8ページ)で登録した労災保険区分、雇用保険区分を従業員ごとに登録して給与データを入力します。

【図A】
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● 事業所台帳を年次更新する前でも後でも、年度更新処理をおこなうことができますが、工事データは、必ず年次更新前の2024年度の事業所台帳で
　　入力します。2025年度に年次更新している場合は、こちらの手順で前年に戻り工事データを入力してください。

● 工事データは、必ず1行目から入力してください。

● 工事データの「業種番号」は必ず入力してください。 「業種番号」は、事業開始時期によって異なります。業種番号区分は、入力フォーム内の
「業種番号」から参照できます。

● 事業番号は空欄でも、工事データの作成は可能です。

● 工事データの入力は、Excelシート上へ直接入力する方法か、入力をクリックしてフォームに入力する方法のいずれかでおこないます。

● 工事データをExcelシート上へ直接入力する場合は、事業の期間(自・至)はyyyy/m/d形式で入力してください。

1-7.一括有期事業の工事データを登録

今年度中に終了した工事データを事業所台帳「一括有期」から入力します。
平成27年3月31日以前開始の工事は消費税込み、平成27年4月1日以降開始の工事は消費税抜きで請負金額を登録してください。
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● 年次更新をおこなわなくても算定基礎賃金等の報告は作成できます。その場合、給与データ等に入力ミスがあった事が判明してもデータの修正が
簡単におこなえます。年次更新をおこなわない場合は、次のステップ(継続事業は14ページ・一括有期事業は35ページ)へ進んでください。

● 更新をクリックして右側にリストアップされている社員データは、「社会保険と雇用保険の喪失年月日が入力されていて、3月分給与データが入力
されていないデータ」です。なお、年次更新をしても給与データ画面から削除されるだけで、個人情報は削除されません。

● 年次更新をおこなうと、一括有期事業データの「至」に登録されている日付をもとに、旧年度中に終了した工事データが削除されます。

● 年次更新をおこなうと、年次更新前の状態を自動的にバックアップします。
バックアップしたデータを確認するには、事業所台帳画面右上の「保存データ」をクリックします。

● 社会保険の4月の月額変更届の処理は年次更新前におこなってください。

● 給与データを入力しなくても、算定基礎賃金等の報告を作成する過程で直接金額を入力することも可能です(25ページ参照)。

2.事業所台帳の年次更新

給与データから削除したくない場合は
「すべて選択」のチェックを外します。
削除する対象者を個別選択することも
可能です。

2024年4月～翌年3月の給与データおよび工事データを入力したら、事業所台帳を2025年度へ年次更新します。

事業所台帳を年次更新すると、処理年度が
2024年度→2025年度に変わります。
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3.年次更新後の前年データの修正方法

1. 事業所台帳画面右上の「保存データ」をクリックします。

2. 2024年度データを選択して「編集」をクリックします。

3. 社員を選択すると、フォームの右側には前年度の給与データ
および前年度の労保雇保区分が表示されます。給与データや
労保雇保区分を修正して「更新」をクリックします。
※「更新」をおこなうとリストの「編集」欄に「○」が表示され、
「保存データ」欄が修正した内容に変更されます。

4. 対象者全員の修正をおこなったら、「×」をクリックして閉
じ、メッセージが表示されたら「はい」をクリックします。

● 前年データを修正する場合は、前年データを「復元」して修正することも可能です。
特に、工事データの内容を訂正する場合や、前年の給与データに存在しない社員を追
加する場合は「復元」をおこなってください。「復元」の操作手順についてはこちら
をご参照ください。

● 前年度の給与データには登録があり、個人情報には登録がない場合(アルバイト等)、
「更新」をクリックしたタイミングで「○年の個人情報に台帳Noがない為、個人情報
の労保区分は更新されませんでした」と表示されます。この場合は、今年度の事業所
ファイルの「給与データ」で、前年度切替をした画面には金額が反映されないため、
「復元」による修正と同様に、今年度の事業所ファイルから修正してください。

3

1

13

2

4

https://daityo-support.cells.co.jp/hc/ja/articles/4406151236249


処理ファイルの起動方法：
事業所台帳→全ての処理ファイル
→労災・雇用・労働保険グループ→事務組合

事務組合

継続事業のデータ作成

特別加入者の登録・算定基礎賃金等の報告・保存データの作成
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4-1.メニュー画面の処理年度について　

確定処理年度が「2024年度」と表示されて
いることを確認してください。

● 年度更新処理は事業所台帳が年次更新前(2024年度)、年次更新後(2025年度)のいずれの状態で
も処理ができます。年次更新後に事務組合を開くと「前年台帳の給与データを読み込みまし
た」と表示されます。事務組合メニュー画面上に「現在年度に切替」が表示されます。

● 「事務組合」では、事業所台帳の処理年度とパソコン日付から現時点の処理年月をもとに、　
自動的に前年度/現在年度のいずれかから処理すべき年度の給与データを読み込んで起動します
(8月以降に処理をおこなうと事業所台帳の処理年度となります)。

● 初めて「事務組合」の処理をおこなう場合で前年度の事業所台帳が存在しない場合は、現在の
事業所台帳のデータを読み込んで起動します。

● メニュー画面の「年度更新メモ」は、事業所台帳の給与データ→ツール→年度更新で入力した
内容が反映されます(右図参照)。

● 2024年度に減額訂正をおこなった事業所も、確定の事務組合データを作成する必要があるので
ご注意ください。 15



4-2.特別加入者フォームで年次更新　

1. 「特別加入者等の登録」をクリック
します。

2. 「年次更新」をクリックします。
前年度に登録した特別加入者や、
申告済保険料、保険関係等のデータ
を更新します。

ただし、初めて事務組合の処理を
おこなう場合や、減額訂正データを
作成している場合は年次更新は不要
です。次ページへ進んでください。

● 年次更新の作業は以下の内容をおこなっています。
・　年度を次年度へ更新して、前年度に納付した概算保険料を申告済保険料に登録します(上図「申告済保険料・保険関係」参照)。
・　特別加入者の更新をおこないます(上図「特別加入者等の登録画面」参照)。
※「脱退年月日」が入力されている特別加入者データはコピーされません。別途削除操作が必要です。

●  前年度のデータがない場合、すでに手入力により本年度の年度更新用に登録されている場合は「年次更新」をおこなう必要はありません.

 　 また減額訂正データを作成している場合も、データ作成時に「年次更新」をおこなっているため不要です。

● 増額訂正データを作成している場合、概算の加入月数が12ヵ月未満の場合は手入力で変更してください。

● 「年次更新」を2回以上おこなわないでください。申告済保険料の訂正が必要になります。

● 1つの事業所で複数の労働保険番号がある場合でも、年次更新は1回のみおこなってください。※複数回おこなう必要はありません。

特別加入者等の登録画面

年次更新をおこなうと区分項目が新(新規)
から継(継続)に変更されます。

概算の基礎日額と月数は
確定にコピーされます。

申告済保険料・保険関係

概算の「保険関係・業種番号・
メリット(料率)」が、それぞれ
確定にコピーされます。
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4-3.特別加入者の登録

● データを変更する場合は、登録済みの名前をクリックすると「※」にデータが表示されます。内容を編集し、「変更」をクリックします。
削除をおこなう場合は「削除」をクリックします。

● Noは任意の番号を入力してください。
● 区分は「継、新、変、脱」のいずれかを選択します。

「継」 ⇒継続(確定も概算も同額)　　　　　　　「新」 ⇒新規(初めての概算の場合)
「変」 ⇒変更(確定と概算の額が異なる場合)　　「脱」 ⇒脱退(確定のみで概算はなし)

● 「脱」となる社員がいる場合は、特別加入を脱退した年月日を入力します。ただし、「事務組合」の処理をおこなう時点(確定年度より前)です
でに脱退している場合は、「特別加入者」として登録をおこなわないでください。例えば、2024年度確定・2025年度概算データにおいては2024
年4月から2025年3月までに脱退した場合のみ、この年月日を入力することになります。

● 「様式34号の7,8」をクリックすると、特別加入申請書・特別加入に関する変更届を作成することできます。

● 「確定年度」で脱退する特別加入者は登録する必要があります。また「確定年度」で脱退する特別加入者のデータは年度更新後、翌年の年度更
新までに「削除」をおこなってください。年度更新の「賃等報告」その他では、この特別加入者データに表示されているデータはすべて算定の
対象となります。

1

2

3

※

17

1. 労働保険番号を選択します。

2. 画面右のリストから特別加入者に登録する
社員をダブルクリックします。

3. 「※」に特別加入者名が表示されます。
確定データ/概算データの基礎日額・
月数や、承認年月日・脱退年月日・区分
を入力し、「追加」をクリックします。



労働保険番号は、事業所台帳の会社情報＞労働保険タブに
登録されている番号が反映されます。
労働保険番号を変更する場合は、会社情報＞労働保険タブで
番号を変更してから、事務組合の画面へとお進みください。

● 廃止された労働保険番号は、事業所台帳の会社情報で労働保険番号をクリアしますが、事務組合データにはこの番号に対する特別加入者等の
データが残っています。事業所台帳の会社情報でクリアしてから「特別加入者等の登録」をクリックすると、「労働保険番号○に台帳の会社
情報に登録されていない番号*****-******-***が登録されています。このデータをクリアしてもいいですか？」と表示されます。　　　　　
「OK」をクリックすると、この労働保険番号とこの番号に登録されている特別加入者等の事務組合データがクリアされます。

労働保険番号を変更した後、「特別加入者等の登録」をクリックすると、

「事業所台帳の労働保険番号は*****-******-***、このボタンに登録されている

労働保険番号は?????-??????-???です。このボタンを事業所台帳の労働保険番号に

変更しますが、すでに登録されている特別加入者等の事務組合データをこのままと

する場合は「OK」を、新規に事務組合データを登録する場合は「キャンセル」を

クリックしてください。」と表示されます。

キャンセルをクリックすると、変更前の労働保険番号に登録されている特別加入の
データはクリアされ、特別加入者の情報を初めから入力することになります。

4-4.労働保険番号を変更する場合

18



1. 「特別加入者等の登録」をクリック
します。

2. 「その他」タブを開きます。

3. 申告済保険料、保険関係等、予備欄、
延納の申請、特掲事業、委託年月日を
設定して「登録」をクリックします。

4-5.労働保険料の計算方法を設定①

● 選択されている労働保険番号の申告済保険料(前年の概算保険料)を入力します。4-2(16ページ)で年次更新をおこなった場合は自動で
　　取り込まれるため、申告済保険料を入力する必要はありません。

● 参考をクリックすると、台帳で前年分の保存データを作成している場合は前年の概算保険料を確認することできます。

● 保険関係は「両」「労」「雇」のいずれかを選択します。
その労働保険が一元適用事業所で「雇用保険、労災保険」が適用されている場合は「両」を、「労災保険」のみ適用されている場合は
「労」、「雇用保険」のみ適用されている場合は「雇」を、確定と概算それぞれ選択してください。
「両」・・・労災保険・雇用保険　　　　　「労」・・・労災保険のみ　　　　「雇」・・・雇用保険のみ

● 新規委託で概算しかない場合は、概算のみ入力してください。

● 保険関係等の業種番号は労災保険の事業の種類を4桁で入力してください。
<例>飲食店
「労災保険率適用事業細目表：https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudouhokenpoint/dl/saimokuhyou.pdf」より、事業の種類の　
番号は卸売業・小売業、飲食店又は宿泊業の「98」⇒事業の種類の細目は飲食店の「9802」となります。

19
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編集後は必ず「登録」をクリックしてください。
また、初めて画面を開いた場合も「登録」を
クリックしてください。

「事務組合費」などの手数料等を徴収する場合は、予備欄へ金額を入力してください。

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudouhokenpoint/dl/saimokuhyou.pdf


● 増額訂正、減額訂正の処理をおこなう場合も、「特別加入者」「その他」タブには同様の入力となります。

概算データの基礎日額と月数、承認年月日、区分「新」を
選択します。確定データは空欄のままにします。

確定データの基礎日額と月数、脱退年月日、区分「脱」を
選択します。概算データは空欄のままにします。

保険関係等は概算のみ入力し、新規委託年月日を
入力します。

保険関係等は確定のみ入力し、概算は空欄のままにし　　
委託解除していれば、委託解除年月日を入力します。

概算のみ：特別加入者の登録 確定のみ：特別加入者の登録

その他の登録 その他の登録

20

4-5.労働保険料の計算方法を設定②



4-6.労災保険のメリット料率を入力する方法

21

● 特別加入者等の登録フォームで入力するメリット増減率は、保険料計算処理には反映されませんが、集計作業をおこなう処理ファイル
「事務組合処理」の「申告書内訳総括表」へ反映されます。※「申告書内訳総括表」の作成方法は、60ページを参照。

メリット制が適用される事業では、
「メリット」の欄に増減率(単位％)を
入力してください。

減ずる場合は「－(マイナス)」で
入力します。

なお、メリット適用の場合は、算定
基礎賃金等の報告の作成画面でも、
再度メリット制適用後の料率を入力
する必要があります(23ページ参照)。

21



4-7.契約者(集約)番号と金融機関データの登録

● 1事業所で労働保険番号が複数ある場合に、代表となる労働保険番号を指定します。通常は、一括有期事業の番号があればその番号が、ない場合は
事業所台帳の会社情報で登録した最初の労働保険番号が自動的に契約者番号として登録されます。変更する場合のみ、その他の番号を選択します。
労働保険番号が1つのみの場合でも、必ず一度は選択する必要があります。「算定基礎賃金等の報告」の作成後は、この契約者番号を変更しないで
ください。契約者番号で集計をおこなう処理が正しくおこなわれなくなります。もし変更した場合は、算定基礎賃金等の報告を改めて作成し直して
ください。

● 労働保険料の納付方法「振替」「振込」「その他」を選択します。｢振替」を選択した場合は、事業所の銀行名・支店名等、振替金融機関のデータ
を入力します。｢納入通知書」(30ページ参照)では、この事業主データで入力した振替金融機関のデータが表示されます。
「振込」の場合、口座の登録は不要です。

● 事業主データフォーム下部には、事業所台帳の会社情報で登録した会社名や所在地などが表示されています。　　　　　　　　　　　　　　　　　
正しくない場合は、事業所台帳の会社情報＞基本データタブへ戻って修正してください。

契約者(集約)番号とは、処理ファイル「事務組合
処理」で、領収書や納入通知書などを集計する時
の番号です。

特に二元適用事業の場合、複数の労働保険番号の
金額を1枚の口座振替・納入のお知らせや領収書
に記載したい時に利用します(63ページ参照)。

銀行の情報は、納入通知書などに利用します。
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5.算定基礎賃金等の報告の作成

メリット料率が適用される場合は、適用
される料率を直接入力してください。

年度途中にパートから社員に切り替わった従業
員や労働保険から除外したい賃金がある場合は
登録されているデータを修正します。

雇用保険料率は、事業所台帳の会社情報・雇用保険
タブで選択した区分に基づいて表示されています。
登録した内容と異なる場合は保存データを作成する
事ができません。変更する場合は、必ず事業所台帳
の会社情報・雇用保険タブでおこなってください。

事業所台帳の会社情報・労働保険タブで登録した情報
が表示されています。異なる場合は事業所台帳の会社
情報・労働保険タブへ戻って修正してください。

事務組合画面から「算定基礎賃
金等の報告」をクリックし、
「読込」をクリックします。

23

5-1.集計前の確認



● 延納の申請・特掲事業・特別加入データ・申告済保険料・予備欄は、 「特別加入者等の登録」で登録されたデータです。

　 異なる場合は「特別加入者等の登録」で変更・登録してください。その後、データ取込から再度「すべてのデータ」を適用してください。

● 労働保険番号が読み込まれない場合は、特別加入者登録の事業主データを登録してから算定基礎賃金等の報告を作成してください。

● 画面上部の事務組合切替から算定基礎賃金等の報告に表示される事務組合名などを切り替えられます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ただし、 事務組合3・4は銀行データも登録されていないと選択できません(銀行データは「納入通知書」画面で登録)。

「マスターのみ」の場合
事業所名称や所在地などの基本的なデータのみを画面へ表示
します。これらのデータは事業所台帳の「会社情報」や、
「特別加入者等の登録」で登録されたデータです。このまま
印刷して顧問先に給与データを記入してもらうための用紙と
してお使いください。

「すべてのデータ」の場合
「マスターのみ」のデータを含むすべてのデータを画面へ
表示し、事業所の給与データから「労保区分」「雇保区
分」に基づいて算定基礎賃金を集計します。給与データに
労働保険の対象外賃金が含まれているような場合や、年の
途中で区分が変更になる場合は、「チェックと編集」より
変更してから実行してください(26-28ページ参照)。
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5-2.データ読込について



5-3.賃金を直接入力する方法

● 賃等報告(賃金集計表)に労働保険番号が表示されない場合は、事業所台帳の会社情報・労働保険タブに労働保険番号が入力されているかどうか
を確認し、改めて「読込」から賃金を集計してください(24ページ参照)。

● 賃金の直接入力画面における、1ヶ月平均労働者数の算出方法の選択について
チェック(画面上部の人数を12ヶ月で計算する)がある場合、【各月の人数の合計÷12(初期設定)】で算出され、
チェック(画面上部の人数を12ヶ月で計算する)がない場合【各月の人数の合計÷賃金が発生している月数】で算出されます。
後者は年度途中で委託された場合などに使います。

● 年間の総額データのみ把握している場合は、4月の欄へ入力してください。

● 事業所台帳の会社情報・雇用保険タブにて雇用保険料率区分が選択されていない状態で、
労働保険番号をクリックすると、「雇用保険料率区分が登録されてません。」とエラーが表示されます。
(区分の選択方法は9ページ参照)

1．「すべてのデータ」をクリックします。 2．画面上部の「直接入力」をクリックしてシート上へ
　 金額を入力し、「適用」をクリックします。

労働者数の算出方法
(注記参照)
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年度途中で、アルバイト→社員になって区分変更した場合や役員報酬を
労働保険対象賃金から除外する場合、給与データを年度更新用に編集して
から集計する必要があります。給与データを集計して「算定基礎賃金等の
報告」を作成する前に、算定基礎賃金等の報告作成フォームの「チェック
と編集」より給与データを編集してください。

● 「チェックと編集」から給与データを編集しても、事業所台帳の給与データには一切影響しません　　　　　　　　　　　　　　　　　　(あ
くまでも年度更新用の給与データを編集するための機能です)。

● 編集パターンは以下の3パターンです。
①　賃金編集タブ　：　各月賃金に対して加算/減算します(役員報酬の除外など)
労働者の一覧から編集する者を選択して、乗算・加算・減算により給与データを編集し、「変更」をクリックしてください。
②　労保雇保設定タブ　：　労災/雇用保険の対象賃金を別々に設定します(建設業で現場作業の他に事務処理もおこなう場合など)
労働者の一覧から編集する者を選択して、労災/雇保それぞれの賃金額を乗算・加算・減算・クリアにより編集し、　　　　　　　　　　　
「変更」をクリックしてください。
③　区分変更タブ　：　年度途中の区分変更を設定します(アルバイト→社員へ区分変更となった場合など)
労働者の一覧から編集する者を選択してから区分を分ける月(賞与)を選び、「移動」で右側の追加区分欄へ移します。
追加区分に該当する労保区分/雇保区分を入力してから、「変更」をクリックしてください。

●ご注意いただきたいこと●

事業所台帳の給与データは、年度更新だけ
でなく算定基礎届などの基礎データになる
ため、年度更新のためだけに変更すること
はおすすめできません。

事業所台帳の「給与データ」→「ツール」
→年度更新タブ内に、区分変更や役員報酬
額をメモとして記録しておき、「事務組
合」を開いて「チェックと編集」から給与
データを編集してください。

5-4.年度途中で発生した区分変更や賃金総額から役員報酬を除外する方法

チェックと編集(区分変更)　
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1. 「事務組合」を読み込み「算定基礎賃金等の報告」を　
クリックします。

2. 賃等報告画面の「読込」をクリックします。

3. データの読込ウィンドウで「チェックと編集」を　　　
クリックします。

4. 「区分変更」タブを選択してから、一覧で対象者を選択
します(次ページへ)。

2

3

1
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5-5.年の途中で発生した区分変更：2024年9月からアルバイト→正社員になったケース①

チェックと編集(区分変更)　

4



5. 追加区分で労保区分「3」雇保区分「0」と入力し、
現在区分の「4月」から「8月」までを選択した後、
「移動」をクリックします。

6. 「変更」→「はい」をクリックすると、一覧の対象
者に「変」マークが表示されてデータが2行に分割　
されます。

同様に年度途中で区分変更のあった社員が複数人い
る場合は、4～6の操作を繰り返します。

7. 賃金データの編集ウィンドウを閉じ、労働保険番号
をリストから選択後、「すべてのデータ」をクリッ
クし、賃金を集計します。

5

6

7
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チェックと編集(区分変更)　

5-5.年の途中で発生した区分変更：2024年9月からアルバイト→正社員になったケース②



● 「様式に印刷」機能の印字調整は、印字データが部分ごとにテキストボックス(図形)になっており、これを移動して調整します。テキストボッ
クスは削除しないように注意してください。調整の際には、すべての印字箇所にデータが表示される「サンプルデータ」を使用してから調整を
します。調整完了後「設定保存」をクリックすると、調整後の印字位置が保存されます。

● 印刷用紙サイズについては、印刷するパソコンで「ユーザー定義サイズ」の設定が必要な場合があります。

● 「ユーザー定義サイズ」を設定する方法については、 こちらをご覧ください。

● 「様式に印刷」機能は、使用するパソコンによっては動作が遅くなる場合があります。

5-6.算定基礎賃金等の報告の印刷

普通紙に印刷
普通紙のサイズを選択して(A4・B4・A3)枠ごと印
刷します。

組機様式第5号に印刷
組機様式第5号（複写の連続紙）にドットプリンタで印刷します。
「データ読込」ボタンで賃等報告から印字データを読み込んで印刷します。

※本機能は、中企団（中小企業福祉事業団）から配布される組機様式第5号専用の
機能です。
それ以外の場合は、誠に恐れ入りますが、左記「普通紙に印刷」機能を
ご利用いただきますよう、お願い申し上げます。
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https://daityo-support.cells.co.jp/hc/ja/articles/4406151250457


6.納入通知書の作成①

算定基礎賃等報告の集計データに基づき、保険料額が計算されています。「延納の申請」(一括または
3回)や予備欄は「特別加入者等の登録」で登録したデータです。異なる場合は「特別加入者等の登
録」で変更・登録し、再度算定基礎賃等報告画面で読込(データ取込)をおこなってください。

● 一般拠出金は率「0.02/1000」で計算されます。年度途中の委託解除により清算済の場合等、一般拠出金を計算しない場合は、
Aの「ツール」から「変則的な一般拠出金」タブで一般拠出金の賃金総額を0千円へ変更後、「OK」をクリックしてください。

● Cの銀行情報は、「特別加入者等の登録」の「事業主」データで登録した内容によって表示が切り替わります。保険料納入区分が「振替」になって
いる場合は「事業主」データで登録した金融機関が表示されます。「振込」になっている場合は、Bの「銀行」で登録した内容が表示されます。　
保険料納入区分が「振替」以外の場合は、Bの「銀行」から事務組合の口座を振込先として登録してください。

● 労災保険と雇用保険の賃金総額が同額の場合で、労災保険料率と雇用保険料率を合計した率を乗じて得た額と、労災保険料率・雇用保険料率を別々
に乗じて得た額に「1円」の差が生じる場合は、「労災保険料」に「1円」を加算しています。

● 事務組合データ登録の際、登録番号を入力し、チェックを入れることで納入通知書に適格請求書発行事業者の登録所番号を表示させることが　　　
できます。詳しい設定方法については5ページをご参照ください。

一般拠出金を
計算しない方法
(注記参照)

AB

C
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7.前年比較の資料を作成(営業ツール)

納入通知書画面の「前年度比較」　
から、保険料対象賃金を前年度と　
今年度で比較した資料をA4普通紙に
作成します。

作成は任意です。顧問先への提供資
料として、ご活用ください。

● 本機能は、労働保険番号と事業の種類が前年度と同じでかつ『台帳』で賃等報告の保存データを作成している場合に使用できます。今年度から
新たに委託された事業所や『台帳』を使い始めた場合は、次年度の年度更新からご利用いただけます。

● 賃等報告に直接入力人数と金額を入力した場合は、各月の主な入社・離職者、欄外の対象労働者の変動情報は表示されません。

● 印刷は労災保険分・雇用保険分をそれぞれ1枚ずつ、A4普通紙に印刷します。
31



8.保存データの作成

算定基礎賃金等の報告・納入通知書が作成できたら、事務組合の　
メニュー画面で保存データの「作成」をクリックし、保存データを
作成します。

● 労働保険番号と処理年度が同一の保存データが既に作成されている場合、「すでにこの労働保険番号に対する保存データが存在します。 　　　　
上書きしてもいいですか？」と表示されます。保存データの内容を変更・修正した場合等は、「OK」をクリックして、保存データを上書き(更新)
してください(33～34ページ参照)。

● 「作成」をクリックした時、上の画像のように「雇用保険の設定でエラーが発生しています。」という
エラーメッセージが表示された場合は、以下の原因が考えられます。
原因①：特別加入者等の登録・その他タブの保険関係が設定されていない。または、事業主データを登録していない。
原因②：算定基礎賃金等の報告を集計する際、フォーム上で雇用保険料率を手入力で変更した。
原因③：納入通知書でシートの保護を解除し、雇用保険料率を手入力で変更した。
※労働保険番号・基幹番号の末尾1桁が7以下でなければ、保存データを作成できません。 32



8-1.保存データを確認・再編集するには①

1. 「事務組合」を開き、「算定基礎賃金等の報告」
をクリックして、算定基礎賃金等の報告画面を開
きます。

2. 「読込」をクリックし、労働保険番号リストから
編集する労働保険番号を指定して、「すべての
データ」をクリックします(次ページへ続く)。

1 2
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8-1.保存データを確認・再編集するには②

3. 算定基礎賃等報告画面左上の「MENU」からメニュー画面へ戻り
保存データの「読込」をクリックします。

4. 年度を指定し、読み込む保存データ(労働保険番号+ファイル
名)を選択して「読込」をクリックすると、保存している賃等
報告が表示されます。

5. 編集する場合は「データ戻す」から、「本ファイルの労働保険
番号」と「保存ファイルの労働保険番号」が同じことを確認し
「戻す」をクリックします。

6. 保存データが賃等報告/納入通知書の画面に反映されます。
編集が終了したら、改めて保存データを「作成」します。
この時、保存データは上書きされます。

● 機能「チェックと編集」作業が大がかりとなる場合、作業途中で保存しておいて別の日に続きから編集することができます。

● 保存データを戻すことにより、その当時集計に使用した給与データも一緒に戻ります。つまり、算定基礎賃金等の報告作成フォームの「チェッ
クと編集」で給与データに編集を加えていた場合、編集後のデータが戻ります。

● 2020年度より雇用保険高年齢被保険者の保険料免除措置が終了となり、「労働保険料等算定基礎賃金等の報告」の新様式に対応しました。

　 そのため確定処理年度2019年度以前の旧様式の保存データは「データ戻す」機能で戻すことはできません。

5
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事務組合

一括有期事業のデータ作成

特別加入者の登録、一括有期事業総括表、保存データの作成

処理ファイルの起動方法：
事業所台帳→全ての処理ファイル
→労災・雇用・労働保険グループ
→事務組合一括有期

35



9-1.メニュー画面の処理年度について　

確定処理年度が「2024年度」と表示されて
いることを確認してください。

● 事業所台帳は年次更新前(2024年度)、年次更新後(2025年度)のいずれの状態でも処理ができます。年次更新後に事務組合一括有期を　
開くと「前年台帳の給与データを読み込みました」と表示されます。事務組合一括有期メニュー画面上に「現在年度に切替」が表示　
されます。

● 「事務組合一括有期」では、事業所台帳の処理年度とパソコン日付から現時点の処理年月をもとに、自動的に前年度/現在年度のいず
れかから処理すべき年度の給与データを読み込んで起動します(8月以降に処理をおこなうと事業所台帳の処理年度となります)。

● 初めて「事務組合一括有期」の処理をおこなう場合等で前年度の事業所台帳が存在しない場合は、現在の事業所台帳のデータを　　　
読み込んで起動します。

● 工事データは必ず事業所台帳の「一括有期」から入力し、事務組合一括有期画面の「一括有期データの作成」に直接入力しないでくだ
さい。「一括有期データの作成」へ直接入力すると、入力ミスや漏れ等があった時に全ての工事データを入力し直すこととなります。

● 2024年度に減額訂正をおこなった事業所も、確定の事務組合データを作成する必要があるのでご注意ください。 36



9-2.暫定措置処理の選択肢について

「●暫定措置を適用する」を選択する場合
平成27年3月31日以前開始の工事はすべて暫定措置を適用します。
過去の保存データを読み込んで修正をおこなう場合等にご利用ください。

「●暫定措置を適用しない」を選択する場合
工事開始日に関係なく、暫定措置は適用しません。
請負金額ではなく、すべて支払賃金による賃金総額を使用する場合等にご利用ください。

✔ 暫定措置を適用しない
令和7年提出分はこちらで作成してください。

平成25年10月1日以降、平成27年3月31日以前開始の工事は
暫定措置を適用します。
平成25年9月30日以前開始の工事と、平成27年4月1日以降
開始の工事は暫定措置を適用しません。
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9-3.特別加入者フォームで年次更新

1. 「特別加入者等の登録」をクリック
します。

2. 「年次更新」をクリックします。
前年度に登録した特別加入者データ、
申告済保険料、保険関係等のデータを
更新します。

初めて事務組合の処理をおこなう場合
や増額減額訂正データを作成してある
場合は、年次更新の作業は不要です。
次のステップへ進んでください。

● 1つの事業所で複数の労働保険番号がある場合、年次更新はすべての労働保険番号に対して実行されます。二元適用の事業所で労災の労働保険番号で　
既に「年次更新」をおこない、「2024年度概算データを更新…」と表示されている場合は、それ以上更新をおこなう必要はありません。

特別加入者等の登録画面
年次更新をおこなうと概算の内容が確定へ移り、
区分の新(新規)は継(継続)に変更されます。ま
た、申告済保険料が今年の申告済保険料に変更さ
れます。ただし、昨年度に年度更新をおこなって
いない場合は、申告済保険料は表示されません。

38
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9-4.特別加入者の登録

● 変更の場合は、登録済の名前をクリックするとデータが表示されます。内容を変更し「変更」をクリックします。
削除の場合は「削除」をクリックします。

● Noは任意の番号を入力してください。
● 区分は「継、新、変、脱」のいずれかを選択します。

「継」 ⇒継続(確定も概算も同額)　　　　　　　 「新」 ⇒新規(初めての概算の場合)
「変」 ⇒変更(確定と概算の額が異なる場合)　　「脱」 ⇒脱退(確定のみで概算はなし)

● 「脱」となる社員がいる場合は、特別加入を脱退した年月日を入力します。ただし、「事務組合」の処理をおこなう時点(確定年度より前)です
でに脱退している場合は、「特別加入者」として登録をおこなわないでください。例えば、2024年度確定・2025年度概算データにおいては2024
年4月から2025年3月までに脱退した場合のみ、この年月日を入力することになります。

● 年次更新(38ページ参照)をおこなっても、不要となった脱退特別加入者のデータは自動では削除されません。
確定年度よりも前に脱退している脱退特別加入者は個別に指定して「削除」してください。

1. 労働保険番号(一括有期事業)を選択   
します。

2. 画面右の一覧から特別加入者に登録する
人をダブルクリックすると、「※」特別
加入者名が表示されます。

3. 確定データ/概算データの基礎日額・月
数・承認年月日・脱退年月日・区分を 
入力し、「追加」をクリックします。

1

2
3

※

39



労働保険番号は事業所台帳の会社情報・労働保険　　　
タブから反映します。労働保険番号を変更する場合は、
事業所台帳の会社情報・労働保険番号タブから変更して
ください。

9-5.労働保険番号を変更する場合

● 廃止された労働保険番号は、事業所台帳の会社情報で労働保険番号をクリアしますが、事務組合データにはこの番号に対する特別加入者等の
データが残っています。事業所台帳の会社情報でクリアした後「特別加入者等の登録」をクリックすると、「有期事業の労働保険番号に　　
台帳の会社情報に登録されていない番号*****-******-***が登録されています。このデータをクリアしてもいいですか？」と表示されます。
「OK」をクリックすると、この労働保険番号とこの番号に登録されている特別加入者等の事務組合データがクリアされます。

労働保険番号を変更した後、特別加入者等の登録をクリックすると、

「事業所台帳の労働保険番号は*****-******-***、このに登録されている労働保険番号
は?????-??????-???です。このを事業所台帳の労働保険番号に変更しますが、すでに登
録されている特別加入者等の事務組合データをこのままとする場合は「OK」を、新規に
事務組合データを登録する場合は「キャンセル」をクリックしてください。」と表示さ
れます。キャンセルをクリックすると、前の労働保険番号に登録されている特別加入の
データはクリアされ、特別加入者の情報を初めから入力することになります。
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9-6.労働保険料の計算方法を設定①

● 「参考」をクリックすると、前年分をこのシステムで作成している場合は前年の概算保険料を確認できます。

● 保険関係は「労」を選択します。

● 保険関係等の業種番号は労災保険の事業の種類を4桁で入力してください。
<例>木造の家屋の建設事業
「労災保険率適用事業細目表：https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudouhokenpoint/dl/saimokuhyou.pdf」より、事業の種類の　
番号は建築事業(既設建築物設備工事業を除く)の「35」⇒事業の種類の細目は木造、れんが造り、石造り、ブロツク造り等の家屋の建設事業
の「3502」となります。

● 特別加入者の保険料は、労災分類で選択した業種の料率で計算されます。 41

1. 「特別加入者等の登録」をクリックします。

2. 「その他」タブを開きます。

3. 申告済保険料、保険関係等、予備欄、延納の申請、
特掲事業、委託年月日を設定し、労災分類を選択し
「登録」をクリックします。

編集後は必ず「登録」をクリックしてください。
初めて画面を開いた場合も「登録」をクリックし
てください。

「事務組合費」などの手数料等を徴収する場合は、予備欄へ金額
を入力してください。

1

2

3
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● 増額訂正、減額訂正の処理をおこなう場合も、「特別加入者」「その他」タブには同様の入力となります。

概算データの基礎日額と月数、承認年月日、区分「新」を
選択します。確定データは空欄のままにします。

確定データの基礎日額と月数、脱退年月日、区分「脱」を
選択します。概算データは空欄のままにます。

保険関係等は概算のみ入力し、新規委託年月日を
入力します。

保険関係等は確定のみ入力し、概算は空欄、委託解除して
いれば、委託解除年月日を入力します。

概算のみ：特別加入者の登録 確定のみ：特別加入者の登録

その他の登録 その他の登録

42
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9-7.労災保険のメリット料率を入力する方法

● 特別加入者等の登録フォームで入力するメリット増減率は、保険料計算処理には反映されませんが、集計作業をおこなう「事務組合処理」の
「申告書内訳総括表」に反映されます。※「申告書内訳総括表」の作成方法は、60ページをご参照ください。

メリット制が適用される事業では、

増減率(単位%)を入力してください。

減ずる場合は「ー(マイナス)」

で入力してください。

なお、メリット適用の場合は、総括表
を作成する画面でも、再度、メリット
制適用後の料率を入力する必要があり
ます(49ページ参照)。
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9-8.契約者(集約)番号と金融機関データの登録

● 1事業所で労働保険番号が複数ある場合に、代表となる労働保険番号を指定します。通常は、一括有期事業の番号があればその番号が、ない場
合には事業所台帳の会社情報で登録した最初の労働保険番号が自動的に契約者番号として登録されます。変更する場合のみ、その他の番号を選
択してください。労働保険番号が1つのみの場合でも必ず一度は選択する必要があります。工事データは、空白行を挟まずに1行目から入力して
ください。保存データの作成後(後述)は、この契約者番号を変更しないでください。契約者番号で集計をおこなう処理が正しく行われなくなり
ます。もし変更した場合は、保存データを再度作成してください。

● 労働保険料の納付方法「振替、振込、その他」を選択します。｢振替」を選択した場合は事業所の銀行・支店名等、振替金融機関データを入力
します。｢納入通知書」では、この事業主データで入力した振替金融機関のデータが表示されます。

● 事業主データフォーム下部には、事業所台帳の会社情報で登録した会社名や所在地などが表示されています。
異なる場合は、事業所台帳の会社情報・基本データタブへ戻って修正してください。

44

契約者(集約)番号とは、処理ファイル「事務組合
処理」で、領収書や納入通知書などを集計する時
の番号です。

特に二元適用事業の場合、複数の労働保険番号の
金額を1枚の口座振替・納入のお知らせや領収書
に記載したい時に利用します(63ページ参照)。

銀行の情報は納入通知書などに利用します。



10.確定保険料の対象工事を集計　

1. 「対象外データ削除」から、確定年度内に終了していない工事データを削除します。

2. 「集計」で、工事データごとの労務費率・賃金総額を自動計算します。

3. 工事データに複数の工事種類や工事開始時期が異なるデータがある場合は、その種類ごとに分けて一括有期事業報告
書を印刷するため、「並替」から業種番号の項目で並び替えをします。

● 事業所台帳の年次更新をおこなっていない場合は、事務組合一括有期メニュー画面の「現在年度に切替」をクリックして処理を進めます。

● 労働保険料を支払賃金による賃金総額で集計する場合は、「集計」後に該当工事データの労務費率を消し、賃金総額の欄に支払賃金を直接入力してく
ださい。すべての工事データを支払賃金で計算する場合は、「集計」せずにそのまま賃金総額を手入力してください。

● 「支払賃金による賃金総額」からは、すべての事業、または一部の事業を支払賃金で計算する場合の操作説明をご覧になれます。

● 確定保険料の対象工事データが1件もない場合(概算のみ、または0確定の場合)は、この一括有期事業データでの操作は不要です。

   総括表の集計(48ページ)へ進んでください。

● 平成27年3月31日以前の事業は消費税を含めた請負金額、平成27年4月1日以降に開始した事業は消費税額を除く請負金額となっているか確認してくだ
さい。

1 32
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● 元請工事が1件もない場合は、データ選択フォーム下部の「元請工事がない場合→元請工事なし」を適用してください。一括有期事業報告書
1ページ目・事業の名称欄の1行目に「元請工事なし」と表示されます。

● 役所用紙への印刷は事務組合一括有期画面の「役所用紙」からお進みください。

● 任意のページの内容を確認したい場合は、データ選択フォームで任意のページを選択してから「OK」をクリックすると、該当のページのデータ
が画面上へ表示されます。

● 役所用紙へ印刷する場合は、印字調整が必要になる場合があります。印字調整をおこなったら、最後に「設定保存」をすることで他の事業所で
も調整後の印字位置が適用されます。

11.一括有期事業報告書の作成・印刷①

一括有期事業報告書を普通用紙または役所用紙に印刷します。

1. 「データ選択」から、全ページ中の何ページ目を
印刷するかを選択して、「OK」をクリックしま
す。

2. 控・提出のうち、印刷するものに
チェックを入れて「印刷」します。
※「全ページ印刷」をクリックすると、事業主控
の1・2ページ、提出用の1・2ページという順で、
全ページ分印刷されます。

2
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賃金総額欄右側の「表示する」へチェック
を入れると、帳票に表示されます。

11.一括有期事業報告書の作成・印刷②

● 暫定措置が適用される可能性がある工事は、業種番号が「○○-3」の工事データのみです。(例：35-3など)

● 賃金総額の計算は、
賃金総額＝((暫定措置の対象となる工事の請負金額×105/108)＋暫定措置を適用しない請負金額)×労務費率で計算されます。　　　　　　　
※請負金額の暫定措置計算後に円未満を切り捨てます。

● 請負金額の欄に支払賃金によるものが含まれている場合の計算は、
賃金総額＝((暫定措置の対象となる工事の請負金額×105/108)＋暫定措置を適用しない請負金額)×労務費率＋支払賃金による賃金総額の合計
で計算されます。
※請負金額の合計からは、支払賃金によるものの請負金額が自動的に除外されています。　
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● 新年度賃金見込額が前年度と変わる場合は、「前年度と変わる」にチェックを入れ、見込額を千円単位で入力してから「すべてのデータ」で集計して
ください。

● 総括表の欄外の特別加入者氏名は、区分「新」(新規)以外の特別加入者を表示していますが、「特別加入者の氏名で概算(新規加入)からの特別加入者
も表示する」にチェックを入れると、新年度からの特別加入者氏名も表示されます。

● 一括有期事業データで賃金総額を手入力した場合(45ページ参照)、「支払賃金による「賃金総額」で求める。」にチェックを入れてから、　　　　
「すべてのデータ」で集計してください。

12．一括有期事業総括表の作成

1. 「総括表」をクリックします。

2. 「読込」をクリックし、常時使用労働者数や作成者氏
名・報告年月日を入力します。

3. 「すべてのデータ」をクリックすると、総括表が集計
されます。

48
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● 特別加入者の保険料率は、一括有期事業の労働保険番号に設定している主たる事業の種類の料率で計算されます。特別加入者をメリット料率で
計算するには「読込」フォームで「変則的な特別加入者の料率」でメリット料率を手入力してください。概算からメリット料率になる場合や、
確定のみメリット料率、確定/概算ともにメリット料率、いずれの場合も率を入力します。空欄の場合は通常の料率で計算されます。

12-1.一括有期事業総括表の作成(メリット料率で集計する)

1. 総括表のシート上で、「メリット料率」欄に
「メリット適用後の料率」を手入力します。

2. 「読込」をクリックします。
特別加入の保険料率が確定や概算で変わる場合は
「変則的な特別加入者の料率」でメリット料率を　
入力してから「すべてのデータ」で集計します。

※メリット料率を入力した箇所は手入力した保険料率　
で計算され、空欄の場合は通常の料率で計算されます。

1
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1. 特別加入者の適用料率は原則、
「特別加入者等の登録」フォームの労災

　　　分類に登録されている料率で計算されます。

2. 次に、一括有期事業総括表の「読込」
フォームのメリット料率欄に入力があれば、
その料率を優先して計算します。

1
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12-2.一括有期事業総括表の作成(特別加入者の労災保険料率)

2

● 特別加入者等の登録フォームで労災分類を選択していない場合は、本来とは異なる業種の保険料率で計算されます。



13.納入通知書の作成①

51

総括表の集計データに基づき、保険
料額が計算されています。

「延納の申請」(一括または3回)や予
備欄は「特別加入者等の登録」で登
録したデータです。異なる場合は
「特別加入等の登録」で変更・登録
してから、再度総括表画面で読込を
おこなってください。

● 一般拠出金は率「0.02/1000」で計算されますが、一般拠出金を計算しない場合は、Aの「ツール」から「変則的な一般拠出金」タブへ進み、一般拠出金
の賃金額を0千円に変更後、「OK」をクリックしてください。

● Ｃの銀行情報は、「特別加入者等の登録」の「事業主」データで登録した内容によって表示が切り替わります。保険料納入区分が「振替」になっている
場合は「事業主」データで登録した金融機関が表示されます。「振込」になっている場合は、Bの「銀行」で登録した内容が表示されます。保険料納入
区分が「振替」以外の場合は、Bの「銀行」から事務組合の口座を振込先としてご登録ください。

● 一括有期事業の場合、納入通知書の労災の料率が空欄になることがあります。　
詳細はこちらをご確認ください。

● 事務組合データ登録の際、登録番号を入力し、チェックを入れることで納入通知書に適格請求書発行事業者の登録所番号を表示させることができます。
詳しい設定方法については5ページをご参照ください。 51
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13.納入通知書の作成②

1. 「ツール」をクリックし、変則的な概算保険料タブ
を選択します。

2. ツールウィンドウで「計算」をクリックします。

3. 「翌年度の労務費率と料率で概算保険料率を算出」
フォームが開き、令和6年度以降の料率が表示され
ます。概算からメリット料率が適用される場合は、
料率欄にメリット料率を手入力して「再計算」を

クリックします。

4. 「適用」をクリックします。

5. ツールウィンドウで「適用」をクリックします。

● 本機能は3年に1度労災保険料率が改定され、確定と概算で異なる労災保険料率が適用される時以外に、
概算から適用されるメリット料率で保険料を計算したい場合は、この機能を利用してください。

2
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3
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変更された労災保険料率にあわせて概算保険料を変更する場合



14.保存データの作成

総括表・納入通知書の作成をおこなった後、
事務組合一括有期のメニュー画面で
保存データの「作成」をクリックします。

● 労働保険番号と処理年度が同一の保存データが既に作成されている場合、「すでにこの労働保険番号に対する保存データが存在します。上書き
してもいいですか？」と表示されます。保存データの内容を変更・修正した場合等は、「OK」をクリックして保存データを上書き(更新)してく
ださい(54ページ参照)。

● 保存すると、保険料の集計対象となる工事データについても保存されます。この工事データは保存データ作成時点の内容となります。後で事業
所台帳に工事データを登録・削除しても、一度保存したデータとは連動しません。事業所台帳の工事データを変更した内容を反映してデータを
作成する場合は、45ページ「10.確定保険料の対象工事を集計」からやり直してください。 53



14-1.保存データを確認・再編集するには

● データの変更は保存データで直接編集することは避け、データを戻して変更を加えてから保存データを作成するようにしてください。労働保険
番号・事業所情報・銀行口座情報に訂正があった場合は、「データ戻す」機能では修正できません。総括表/納入通知書からすべて作成し直す
必要があります。

● 読み込んだ保存データの「事業データ」で、集計に使用した一括有期工事データは確認できます。
保存データを戻すと、工事データも一緒に戻ります。

1. 「事務組合一括有期」を開き、「読込」をクリックします。

2. 年度を指定し、読み込む保存データ(労働保険番号+ファイル名)を選
択して「読込」をクリックすると、保存している一括有期事業総括
表が表示されます。

3. 編集する場合は「データ戻す」から、「本ファイルの労働保険番
号」と「保存ファイルの労働保険番号」が同じことを確認して　
「戻す」をクリックします。

　　保存データが総括表/納入通知書画面に反映されます。

　　編集が終了したら改めて保存データを「作成」してください。

　　この時、保存データは上書きされます。

※「データ戻す」からデータを戻すことができるのは現在
処理年度のファイルのみです。異なる年度のデータを戻そ
うとすると、上の画像のメッセージが表示されます。

2

1

3

54

2



15.組合員証の作成

● 有効期間は手動設定ですので、有効期限を手入力してください。

● 作成対象者の住所は印刷フォーム右上の「住所登録」から登録できます。

● 組合員証は名刺サイズでA4用紙に10名分(2列×5)出力されます。

1. 特別加入者等の登録フォームで「組合員証作成」をクリックします。

2. 「印刷」をクリックします。

3. 「組合員証の印刷」フォームで作成対象者を選択します。
その後、「印刷」をクリックすると、組合員証が印刷されます。

1

2
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事務組合処理より各種帳票作成

処理ファイル「事務組合」「事務組合一括有期」で作成した
保存データをもとに労働保険料申告書内訳、総括表、納付簿等を

作成します。

処理ファイルの起動方法：
台帳ＭＥＮＵ(起動画面)→処理ファイル
→労基・労災・労保グループ→事務組合処理

「事務組合処理」に関しては、2023年度の年度更新に関する様式変更には対応しておりません。
そのため作成できる様式は2022年度以前様式となります。
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16-1.事務組合処理メニュー画面の構成について　

基幹番号ごとにデータを読み込んで申告書
内訳等の帳票を作成します。

労働保険番号別データ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務組合ツール
表示年度の切替や申告書等に記載す
る事務組合名の切替などをおこない
ます。

増額・減額訂正(別マニュアル)
したデータの帳票を作成しま
す。

増額減額訂正関係

領収書・納入通知書
契約者(集約)番号ごとに納入通知書や
領収書を印刷します。

労働保険番号ごとに納入通知書や領収
書を印刷します。

領収書・納入通知書

表示年度

57

年度データ

表示年度分の作成された事務組
合保存データを確認できます。



16-2.労働保険番号を選択して読み込み

1. 事務組合処理メニュー画面の「労働保険番号読
込」をクリックします。

2. 労働保険番号を選択します。

3. 全/メリット関係以外/メリット関係のいずれかを
選択して、「読込」をおこないます。

● 読込区分をメリット関係以外/メリット関係を選択した場合、労働保険番号のデータが確定、概算のみメリットの場合はそれぞれ確定のみ、概算のみ
メリット関係以外/メリット関係で集計されます。

例：概算のみメリット料率が適用される場合、確定保険料はメリット関係以外の帳票に記載。概算保険料はメリット関係の帳票に記載されます。

※事業所台帳の処理ファイル「事務組合」「事務組合一括有期」、　
特別加入者等の登録・その他タブの画面

「特別加入者等の登録」よりメ
リット欄に料率を入れた状態で
賃等報告や一括有期事業総括表
を作成していれば、メリット関
係として抽出されます。
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16-3.労働保険料申告書内訳の作成

● 最終ページには選択した基幹番号に対する保険料の合計が表示されますが、ページごとに小計をつける場合は、印刷フォームの「各ページに小
計を表示する。」にチェックを入れてから印刷をおこなってください。

● 確定保険料の規模区分は労働保険番号ごとの集計対象人数により甲/乙/丙を振っていますが、「規模区分」からは現在データの区分の確認と申
告書内訳の印刷上でこの区分を一時的に変更することが可能です。
主に母体の規模区分を「甲」へ変更したい時に使用します。

● 「対象データ」をクリックすると、申告書内訳に表示されているデータの内容を確認できます。

1. 事務組合処理メニュー画面の「労働保険料
申告書内訳」をクリックします。

2. 「印刷」から印刷したい帳票(労働局/事務
組合/監督署)にチェックを入れ、印刷する
ページを指定します。

3. 用紙サイズでA4用紙もしくはB4用紙に
チェックを入れ、「印刷」または「全ペー
ジ印刷」から、普通紙に印刷します。
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16-4.拠出金申告書内訳・申告書内訳総括表の作成

申告書内訳画面から「拠出金申告書内訳」「保険料内訳総括表」へ進み、それぞれ「印刷」から提出先(労働局/事務組合/監督署)
を指定して、A4普通紙に印刷します。

本年度増額・減額訂正報告をおこなう場合
は、この保存データを使用します。本ページ
下の注記を参照して、概算データ保存を実行
してください。

● 本年度の増額・減額訂正報告をおこなう場合は、申告書総括表右上の
「概算データ保存」をクリックし、「保存」から
概算データを必ず保存してください。
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16-5.労働保険申告書の作成

1. 保険料内訳総括表画面から「申告書」をクリックします。

2. 労働保険申告書の画面が表示されます。ドットプリンタがない場合は、この画面を「印刷」して転記用資料としてお使い
ください。
役所用紙への印刷は「役所用紙」へ進みます。

3. 役所用紙印刷画面を下の方へスクロールすると、印字部分が表示されます。
印字が合わない場合は「保護解除」からExcelの行列の幅や高さを変えて調整してください。　　　　　　　　　　　調整
後「設定保存」で調整後の印字位置を保存します。

4. 申告書画面右下の「法人番号欄を0埋めにする。」にチェックを入れれば、法人番号を「0」で埋めることも可能です。  
※法人以外の申告書を作成する場合に使用します。

直接印字部分
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16-6.納付簿、他帳票の作成

● 労働保険料等徴収及び納付簿の徴収日や納付日は、手入力してお使いください。

● 労働保険料等徴収及び納付簿は、昨年度納付した概算保険料に不足がある場合の表示の仕方(不足を1期分に含める/含めない)が都道府県によ
り異なります。初期設定では含めない仕様となっていますが、「1期(全期)の表示」へ進み「確定保険料の不足分を1期(全期)に含める。」へ
チェックを入れると、含めた状態へ切り替えることができます。

各帳票画面に進み、「印刷」で
Ａ4普通紙に印刷してお使いください。

≪帳票共通≫

納付簿、委託事業主名簿、特例計算対象者内訳、賃金データ連絡票、
労働保険料等納入事業場報告書

【労働保険事務処理委託事業主名簿】 【労働保険料等徴収及び納付簿】

【特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳】
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16-7.事業所別の保険料のお知らせや領収書のはがきを作成

● A4用紙1枚にはがき4枚分の印刷が可能です。メーカーの指定はして
いませんが、厚口用紙に印刷して4分の1にカットして使用してくだ
さい。はがきサイズ1枚ずつに印刷する場合は、印刷フォーム右下の
「はがき様式」で「はがきサイズ」にチェックを入れて切り替えま
す。

● ここで印刷するはがき様式の納入通知書・領収書は、契約者(集約)
番号ごとに保険料を合算しています。合算せず労働保険番号ごとに
作成する場合は次ページをご覧ください。

● 領収書の振替日は「印刷」フォームから任意の日付を指定するか、
空欄で印刷し記入(手書き)してお使いください。

● A4サイズの領収書は、事務組合処理メニュー画面の「事務組合ツー
ル」⇒「領収書作成」から印刷できます。この機能を使うと、二元
適用などで複数の労働保険番号を持つ事業所へ納入通知書を1枚にま
とめて渡すことができます。

● 事務組合データ登録の際、登録番号を入力し、チェックを入れるこ
とで口座振替のお知らせ/労働保険料納入のお知らせ/労働保険料等
領収書に適格請求書発行事業者の登録所番号を表示させることがで
きます。詳しい設定方法については5ページをご参照ください。

1. 事務組合処理メニュー画面から口座振替、
納入のお知らせ、領収書のそれぞれ印刷し
たい帳票をクリックします。

2. 「印刷」より作成する「期」を選択し、　
印刷するもの(一覧表/はがき)にチェックを
入れて印刷します。

はがき様式でA4サイズと

はがきサイズを切り替えます。
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16-8.労働保険番号別の保険料のお知らせや領収書を作成

● 納入通知書は原則として、1つの労働保険番号につき1枚作成します。

● 「通番の設定」は任意設定箇所です。提出先によっては納入通知書と領収書に通番を付番する場合があります。その場合は「通番の設定」から　
対象の労働保険データ選択して付番、あるいはすべての労働保険データを一括して付番してから納入通知書や領収書の印刷へ進んでください。

● 「印刷設定」から組合費等を表示する/しないや、用紙サイズ(A4/はがき)を切り替えることができます。

● 事務組合データ登録の際、登録番号を入力し、チェックを入れることで納入通知書/領収書に適格請求書発行事業者の登録所番号を表示させること
ができます。詳しい設定方法については5ページをご参照ください。

1. 事務組合処理メニュー画面から「納入通知と領収書」を　　　
クリックします。

2. 「納入通知書(または領収書作成)」に進みます。

3. 「印刷」で労働保険番号データと「期」を選択してA4普通紙に
印刷します。

納入通知書では、表示する文言の選択
(手入力可)ができます。
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16-9.保険料の納付状況を管理する

● 先に領収日を登録して、後で納付日だけを登録することも可能です。

● 領収・納付日が登録されているデータの表示/非表示は、フォーム下にある
「領収・納付日の未登録データ」⇔「リスト全表示」で切り替わります。

1. 「納入通知と領収書」画面から「徴収・納付
処理」をクリックします。

2. 登録する領収日・納付日とチェックを入れ
「登録」をクリックします。

「領収書作成」からは登録した領収年月日
で、労働保険番号ごとの領収書が作成されま
す。

「徴収/納付一覧」からは「領収・納付処理」で
登録した状況が確認・印刷できます。
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● シート上にある「参考」からは、事務所情報他で登録した事務組
合データの一部を取り込んで適用できます。

● 水色のセルが編集箇所です。

● 作成した様式の保存は、Excelの上書き保存、または任意の場所
に別ファイルとして名前を付けて保存してください。

1. 事務組合処理メニュー画面の「事務
組合ツール」をクリックします。

2. 「報奨金シート」をクリックする
と、報奨金交付申請書のExcelシー
トが表示されます。Excelに直接入
力して作成します。

16-10.報奨金シートの作成

Excelのシート見出しで編集様式を切り替えま
す。
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16-11.事務組合提出用CSV作成

67

1. 「労働保険番号読込」をクリックします。

2. 「事務組合提出用CSV作成へ」をクリックします。

3. 労働保険番号を選択し、「データ作成」をクリックします。

4. デスクトップ上にCSVデータが作成されます。

5. CSVデータをCDもしくはDVDに書き込んで、労働局へ提出してください。
※『台帳』の機能では、4のCSV作成まで可能です。

● 本機能は令和7年3月現在、厚生労働省から発表されているインタフェース仕様書の内容に沿ってシステムを構築しております。
● CDもしくはDVDのラベルについては、以下の内容を記載してください。

①事務組合の名称　②労働保険番号　③「令和○○年度申告書内訳」の記載　④作成日付　⑤口座振替をおこなっている場合は「口座振替」と記載。



17.よくある質問①　集計に含めたくない労働保険データがある場合

● 年度途中で委託解除した事業所があるなど、2期、3期の納
入通知書を発行しない場合に削除します。ここで削除して
も、処理ファイル「事務組合」「事務組合一括有期」で保
存したデータは残っています。

● 削除したデータはフォーム左側の「追加することができる
データ」へ移動します。再度「新規の追加データ読込」
フォームで選択し、「追加」をクリックすると、集計対象
データへ戻ります。

● 不要な労働保険データについては、データを作成する処理
ファイル「事務組合」「事務組合一括有期」から「保存
データ」で削除してもかまいません。

1. 事務組合処理メニュー画面から「読込データ」
をクリックします。

2. 「データの追加と削除」をクリックします。

3. フォームの右側に集計対象の労働保険データが
表示されます。一時的に除外するデータを選択
して「削除」をクリックすると除外されます。

削除したデータ
はこちらに表示
されます。
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17.よくある質問②　事業主情報を一時的に変更する方法

● この事業主データの一時的変更は、あくまでも一時的な変更です。2期、
3期の納入通知書を発行するまでの間に事業所が移転したなどの事情で、
変更したい情報がある時に使用します。次年度データにも反映させるに
は処理ファイル「事務組合」「事務組合一括有期」(「特別加入者等の登
録」⇒事業主データ)でも変更が必要です。

● 労働保険番号ごとの情報(特別加入者の情報、保険関係区分、分類等)に
ついては訂正できません。訂正するには、特別加入者等の情報を訂正後
に賃等報告や一括有期総括表を再度集計して保存データを作成し直して
ください(保存データの読込では修正できません)。

契約者(集約)番号に関する情報に変更や誤りがあった
時は、処理ファイル「事務組合(事務組合一括有期)」
でデータを訂正してから、保存データを作成し直す　
必要がありますが、事務組合処理において一時的に　
修正することも可能です。

2期・3期の納入通知書を発行するまでの間に事業所が
移転した場合等は、次の手順で一時的な変更をおこ
なってください。

1. 事務組合処理メニュー画面左下の「事務組合
ツール」をクリックします。

2. 「事業主データ」をクリックします。

3. 変更箇所を修正し、「登録」をクリック　　　
します。
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17.よくある質問③　2023年度以前の様式を表示・印刷したい場合

70

確定処理年度2020年度より、雇用保険高年齢被保険者免除措置終了・押
印省略に対応した新様式に対応しました。そのため、過去年度で読み込
みした場合は、各種様式内にある水色の「保存データ作成・読込」は表
示されません。また、申告書の「役所用紙」も表示されません。各種様
式の表示・印刷機能としてお使いください。

2023年度以前の各種様式を表示・印刷したい場合は、
次の手順で「年度切り替え」をおこなってください。

1. 事務組合処理メニュー画面左下の「事務組合ツール」
をクリックします。

2. 「年度切り替え」をクリックして読み込みしたい年を
選択して読込します。

3. 過去年度で読込ができたら、「労働保険番号読込」よ
り労働保険番号を読込します。

保存データ作成・読込ボタンは
表示されません

「役所用紙」ボタンは
表示されません
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